
施策名

施策に対する
基本的考え方

基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和６年度 令和５年度

障害者自立生
活援護活動支
援事業

地域生活を送るために、自立プ
ログラムにて、生活訓練や宿泊
訓練、相談事業等を実施する事
業所に経費の一部を補助する。

1,302 1,302 0 100.0

当該事業に要する経費の一部を
補助することにより、障害者に
対する在宅福祉事業の推進を図
り、もって地域福祉の振興を
図った。

障害福祉課

知的障害者生
活寮支援事業

①本人に対しては、所得に応じ
て家賃助成を行う。②生活寮を
運営している法人に運営費を支
払う。

7,981 8,346 ▲ 365 95.6
生活の場を提供し援護・指導を
行うことで、地域社会における
自立生活を支援した。

障害福祉課

心身障害者医
療助成事業

重度の心身障害者の医療費につ
いて、自己負担分の一部又は全
部を助成することにより、費用
負担を軽減する。

125 93 32 134.4
対象者について受給証を発行
し、医療費の負担軽減を行っ
た。

障害福祉課

障害者虐待防
止相談事業

障害福祉課に通報、相談の窓口
（日中は障害福祉課、土日祝、
夜間は専用携帯）を設置する。

21 20 1 105.0
虐待を受けた障害者の迅速かつ
適切な対応及び養護者に対する
支援を行った。

障害福祉課

難病・小児慢
性疾患受付事
務

難病及び小児慢性疾患医療費助
成申請手続きの説明及び受付

0 0 0 -

難病・小児慢性の対象者に対し
て、医療費助成の申請を受付・
進達をし、医療費負担軽減の支
援を行った。

障害福祉課

地域自立支援
協議会運営事
業

障害者支援団体や関係機関、当
事者および家族を委員とした協
議会で、地域における障害者へ
の支援体制に関する課題につい
て情報を共有し、連携を図りな
がら体制整備について協議を行
う。

437 439 ▲ 2 99.5

全体会及び３つの専門部会を通
して地域の課題について協議
し、関係機関との連携を図っ
た。

障害福祉課

中等度難聴児
発達支援事業

補聴器の購入費用の一部を助成
し、難聴児の健全な発達を支援
する。

1,286 716 570 179.6
補聴器の購入費用の一部を助成
し、難聴児の健全な発達を支援
した。

障害福祉課

令和６年度の取組み 所管課事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和７年度施策報告書（令和６年度振り返り）

障害者がいきいきと暮らせる地域づくり

障害者が住み慣れた地域で自分らしく生活ができるよう、障害者やその家族に対する福祉サービスの提供
と発達に課題のある子どもへの切れ目のない支援に努め、障害者がいきいきと暮らせる地域づくりを推進
する。

日常生活への支援

・差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂（インクルーシブ）な社会の実現に向け、意識啓発に努める。
・障害福祉人材の確保を図るとともに、障害者の高齢化や重度化などを見据え、障害者の生活を地域全体で支える相談
支援体制やサービス提供体制の構築に努める。
・障害当事者や学識経験者などから構成される地域自立支援協議会とその専門部会の運営により、障害福祉施策の評
価・進行管理などに努める。
・公共施設等のバリアフリー化への取り組みを推進する。また、市内の障害福祉サービス事業所などと連携し、災害時
に支援ができるよう障害者を支える体制づくりに努める。



療養介護医療
費支給事務

主に昼間において病院で行われ
る機能訓練、療養上の管理、看
護、医学的管理の下における介
護及び日常生活上の世話を提供
する。

13,170 13,400 ▲ 230 98.3

在宅での生活が非常に困難な障
害者等に対して、医療機関に入
院しながら障害福祉サービスを
提供した。

障害福祉課

精神障害者社
会復帰支援事
業都型ショー
トステイ事業

地域で生活する精神障害者の病
状が不安定になったときや家族
等の都合により介護者等がいな
くなったときなどに、専用の居
室に宿泊させること（ショート
ステイ）により、精神障害者が
入院せずに在宅生活が継続でき
るよう支援する。

960 934 26 102.8

対象者の利用登録決定を行い、
又、精神障害及びその支援に関
する専門知識や経験を有する事
業者への委託により利用者を受
け入れ、もって精神障害者への
在宅生活を支援した。

障害福祉課

心身障害者福
祉手当支給事
業

身体障害者・知的障害者・難病
者等に対し手当を支給する。

282,142 285,969 ▲ 3,827 98.7
対象者へ手当を支給することに
より福祉の増進を図った。

障害福祉課

特別障害者手
当等支給事業

特別障害者手当、障害児福祉手
当、経過的福祉手当を3ヶ月に
一度支給する。

65,333 64,621 712 101.1
日常生活や社会生活の中で制約
を受ける障害者に対し、所得保
障を行った。

障害福祉課

障害者ガソリ
ン費等助成事
業

在宅の身体障害者、知的障害者
が日常生活のために使用する自
動車等の運行に伴うガソリン及
び軽油費用の一部を助成する。

9,312 8,951 361 104.0
対象者に助成を行うことにより
経済的負担を軽減し、福祉の増
進を図った。

障害福祉課

障害者タク
シー費助成事
業

在宅の身体障害者、知的障害者
が外出の手段としてタクシー等
を利用する場合に、その運賃の
一部を助成する。

6,221 6,622 ▲ 401 93.9
対象者に助成を行うことにより
経済的負担を軽減し、福祉の増
進を図った。

障害福祉課

都営交通無料
乗車券発行事
業

申請書を受付し、都営交通の無
料乗車券を発行する。

0 0 0 -
対象者へ無料乗車券を発行する
ことにより経済的負担を軽減
し、福祉の増進を図った。

障害福祉課

重度心身障害
者手当事務

東京都の条例により支給される
手当の受付、進達等を行う。

10 10 0 100.0

心身に重度の障害を有するた
め、常時、複雑な介護を必要と
する方に対し、重度心身障害者
手当を支給することにより福祉
の増進を図った。

障害福祉課

自立支援医療
（更生）費給
付事業

医療給付が必要な障害者から事
前に必要書類を提出してもら
い、心身障害者福祉センターで
要否判定を行なう。該当者には
受給者証を交付し、入院等に要
した費用を医療機関に支払う。

187,146 187,534 ▲ 388 99.8

医療給付が必要な障害者に対
し、受給者証を交付し、入院等
に要した費用を医療機関に支
払った。

障害福祉課

自立支援医療
（育成）費

医療給付が必要な障害児から事
前に必要書類を提出してもら
い、市の委託医師に要否判定を
行なう。該当者には受給者証を
交付し、入院等に要した費用を
医療機関に支払う。

396 60 336 660.0

委託医師による要否判定の結
果、確実な治療の効果が期待で
きる障害児に対し、医療券受給
者証を交付し、入院等に要した
費用及び委託医師への謝金を支
払った。

障害福祉課

自立支援医療
（精神通院）
費助成受付事
業

通院医療費公費負担に係る各種
申請・届出を受付、東京都に進
達する。後に東京都で作成され
た受給者証もしくは結果通知を
交付する。

88 85 3 103.5

自立支援医療（精神通院）は、
障害者総合支援法に基づく市の
必須業務である。受給者数は、
昨年度よりも増加した。

障害福祉課



障害者（児）
補装具給付事
業

装具が必要な身体障害者（児）
又は難病患者等に補装具交付・
修理を決定し、住民税の課税状
況に応じた自己負担を決定す
る。

29,444 32,096 ▲ 2,652 91.7

装具が必要な身体障害者（児）
又は難病患者等に補装具交付・
修理を決定し、交付すること
で、障害者、難病患者等の日常
生活上の不利を軽減した。

障害福祉課

障害者支援区
分認定審査会
運営事業

障害福祉サービスの提供に際し
て、障害の多様な特性他の心身
の状態に応じて必要とされる標
準的な支援度合いを総合的に調
査し、審査会で決定する。

2,803 2,331 472 120.2
年間で１２回の審査会を開催
し、障害支援区分の認定を行っ
た。

障害福祉課

自立支援サー
ビス等給付事
業

サービスを必要としている障害
者等へ支給の決定を行い、その
利用に対する事業所からの請求
に基づきサービスの給付費を支
払う。

3,884,141 3,596,315 287,826 108.0

日常生活又は社会生活を営むこ
とができるよう、必要な障害福
祉サービス等に係る給付を行
い、もって障害者及び障害児の
福祉の増進を図った。

障害福祉課

移動支援事業

屋外での移動に困難がある障害
者及び障害児について、社会生
活上必要不可欠な外出や余暇活
動等の社会参加のための外出時
にヘルパーを派遣し、移動の介
助及び外出に伴って必要となる
介護を提供することにより、障
害者等の地域での自立生活及び
社会参加を促す。

41,440 37,633 3,807 110.1
利用者より移動支援事業に係る
申請を受け付け、事業所に委託
料を支払った。

障害福祉課

成年後見制度
利用支援事業

成年後見の審判の請求を行いか
つ審判請求に要する費用を負担
する。また、成年後見人等に対
する報酬の助成を行う。

368 240 128 153.3

判断能力に支援が必要な障害者
が、住み慣れた地域で安心して
生活できるよう、成年後見制度
利用支援事業を利用し、審判の
請求かつ審判請求に要する費用
を負担し、成年後見人等に対す
る報酬の助成を行った。

障害福祉課

日常生活用具
等給付事業

日常生活用具が必要な身体障害
者（児）、知的障害者（児）、
精神障害者（児）、難病患者等
に日常生活用具を支給し、住民
税の額に応じて自己負担額を決
定する。

27,431 26,165 1,266 104.8

日常生活用具が必要な身体障害
者（児）、知的障害者（児）、
精神障害者（児）、難病患者等
に日常生活用具を支給し、障害
者、難病患者等の日常生活の安
定を図った。

障害福祉課

訪問入浴サー
ビス事業

利用者の自宅室内に、委託業者
が特殊浴槽を持込み、家族等立
会いの下で、看護師の資格を有
する者によって入浴が可能と判
断された利用者に対し、入浴
サービスを提供する。

521 545 ▲ 24 95.6

入浴ができない状態にある在宅
の重度身体障害者に対し、訪問
入浴サービスを実施し、障害者
福祉の推進を図った。

障害福祉課

日中一時支援
事業

日常的に見守り又は介護を行う
家族が、疾病、冠婚葬祭若しく
は不定期の就労又は一時的な休
息が必要となったときに、見守
り等の支援が必要となった障害
者等を一時的に預かり、日中活
動の支援を行う。

12,956 13,575 ▲ 619 95.4
利用者より日中一時支援事業に
係る申請を受け付け、事業所に
委託料を支払った。

障害福祉課



身体障害者手
帳受付事務

身体障害者手帳の交付申請を受
理し、東京都に進達する。その
後、東京都によって作成された
手帳について、取得者に通知を
する。

0 0 0 -

身体障害者手帳の交付申請を受
理し、東京都に進達する。その
後、東京都によって作成された
手帳について、取得者に通知を
した。

障害福祉課

精神障害者保
健福祉手帳受
付事務

精神障害者保健福祉手帳に係る
各種申請・届出を受付し、東京
都へ進達。東京都で作成された
手帳もしくは不承認通知を本人
へ交付する。

0 0 0 -

精神保健福祉法に基づく制度で
あること、また受付事務は市の
必須業務である。手帳所持者数
は、昨年度よりも増加した。

障害福祉課

基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和６年度 令和５年度

さいわい福祉
センター管理
運営事業

心身障害者福祉施設を設置し各
種サービスの提供等を行う。

221,503 226,447 ▲ 4,944 97.8

さいわい福祉センターに事業を
委託し相談支援、障害福祉サー
ビス等の提供、施設貸出等を行
うことで、障害者の社会参加と
自立を助長し、一般市民と交流
を深め、地域社会の福祉の増進
を図った。

障害福祉課

精神障害者就
労支援事業

就労支援室（事業委託）で就労
に関する相談を受付け、就職や
就労継続のための支援を行う。
また、就労に関する地域のネッ
トワーク構築を図る。

17,820 17,025 795 104.7

就労支援室あおぞらに事業を委
託し就労面、生活面の相談支援
を行うことで、障害者の就労意
欲の向上と一般就労の促進を
図った。

障害福祉課

障害者日中活
動系サービス
推進事業

障害者に対して日中活動の支援
を行う事業を実施する市内事業
所に対し、その事業の運営に要
する費用の一部を助成する。

129,054 129,397 ▲ 343 99.7

障害者に対して日中活動の支援
を行う事業を実施する市内事業
所に対し、その事業の運営に要
する費用の一部を助成した。

障害福祉課

重症心身障害
児（者）通所
運営費補助事
業

市内に居住する重症心身障害児
（者）が通所する事業所に対
し、運営費の一部を助成する。

2,503 1,078 1,425 232.2

市内に居住する重症心身障害児
（者）が通所する事業所に対
し、運営費の一部を助成するこ
とで対象者の日中活動の場の確
保を図った。

障害福祉課

福祉有償運送
事業支援事業

交通手段の利用が不可能な在宅
の高齢者、障害者及び障害児を
対象として実施する福祉有償運
送事業に要する経費の一部を補
助する。

1,199 1,199 0 100.0

当該団体の福祉有償運送に要す
る経費の一部を補助することに
より、事業の円滑な運営を図る
とともに、事業を実施する法人
等の経営安定性を確保し、もっ
て移動困難者の社会参加を促進
した。

障害福祉課

手話通訳者等
派遣事業

聴覚障害者及び言語障害者とそ
の他の者との意思疎通の仲介を
行う手話通訳者を派遣する。

4,930 4,896 34 100.7
聴覚障害者からの依頼により、
手話通訳者を派遣し、円滑なコ
ミュニケーションを支援した。

障害福祉課

日中活動への支援

・障害者就労支援室を中心に、ハローワークなどの関係機関とともに、企業に対して障害者に対する理解の周知・啓発
を図り、障害者の企業への就職と定着を支援する。
・障害者優先調達推進法に基づく調達方針を毎年度立て、調達実績を公表するなどして、障害者の工賃向上へつながる
支援を行う。
・障害者が身近な地域で生涯学習活動や余暇活動に参加できるよう、引き続き障害者地域自立生活支援センターと精神
障害者地域生活支援センターにおいて、障害者の地域交流や集いの場を提供する。

事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和６年度の取組み 所管課



理解促進研
修・啓発事業

身体障害者、知的障害者、精神
障害者、難病患者等の当事者団
体が実施する障害、難病疾患等
の啓発事業に対してその事業費
の一部を補助する

250 250 0 100.0

啓発事業に対してその事業費の
一部を補助することにより、市
民及び関係者に対して障害、難
病疾患等に関する理解を促進
し、障害を理由とする差別の解
消の推進に関する法律の理解と
制度周知の促進を図った。

障害福祉課

基幹相談支援
機能強化事業

障害福祉課に精神保健福祉士等
を配置し、相談支援や窓口対応
等を行う。

7,459 6,588 871 113.2

障害福祉課に精神保健福祉士を
配置し、相談支援や窓口対応を
行った。相談件数は昨年度より
も増加した。

障害福祉課

精神障害者地
域活動支援セ
ンター事業

日常生活の支援、地域交流、集
いの場、相談等を社会福祉法人
に委託し実施。

24,283 24,140 143 100.6

地域活動支援センター（めるく
まーる）に事業を委託し、日常
生活の支援、地域交流、集いの
場、相談等を提供することで、
障害者の地域生活の促進を図っ
た。

障害福祉課

知的障害者相
談事業

相談員が月1回2時間の障害者
相談を実施している。相談員は
親の会や当事者団体から推薦し
てもらい、謝金にて実施してい
たが、平成27年度よりボラン
ティアによる事業に変更。

0 0 0 -
地域に身近な存在である相談員
が生活相談や情報提供を行なう
ことで、自立生活を支援した。

障害福祉課

精神保健福祉
相談事業

専門医による相談事業および関
係者に対する助言

28 0 28 -

精神科専門医による相談事業を
行い、専門的な見地からの助言
を受けることで、相談者や関係
者が適切な行動や支援を行うこ
とに繋がった。

障害福祉課

基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和６年度 令和５年度

施設維持管理
事業

機械設備等の保守点検及び故障
個所等の修繕。ガラス・床、排
水管、カーテン等のクリーニン
グ。植栽の剪定及び消毒。清掃
委託等。

7,516 8,429 ▲ 913 89.2

法定の点検や環境の整備を例年
通り行ったほか、開設当時から
の外壁シーリング材の貼り替え
工事を行うことで、施設の安
全・安心な利用を確保した。

障害福祉課

障害児への療育支援

・教育機関などとの連携を図りながら、出生から18歳までの切れ目のない支援体制の構築に努め、18歳以降も適切な
支援が受けられるよう、障害福祉サービス事業所との連携の強化に努める。
・乳幼児健診や発達健診の実施により、発達に課題のある支援が必要な子どもの早期発見・早期療育に努める。
・児童発達支援センターわかくさ学園を地域の中核的な療育支援施設として、保育園や幼稚園などの障害児を預かる施
設への援助・助言などを行い、広く発達に課題のある子どもに対して支援が行えるよう努めるとともに、障害児やその
家族への相談、地域との交流に努めていく。

事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和６年度の取組み 所管課



児童発達支援
事業

身体障害児、知的障害児及び発
達障害児の混合の10～11名の
グループを中心とした集団療育
により訓練・指導を行う。ま
た、保護者指導及び援助のなか
で、家庭と連携・協力関係を高
め、家庭環境への支援も行うこ
とにより、子どもをとりまく環
境から全面的な発達を促す。

51,241 45,501 5,740 112.6

新型コロナウイルス感染症第5
類への移行後もハイリスク施設
として感染防止対策を継続し、
医療的ケア児を含む障害児への
療育提供を行った。保護者参加
等の行事についてもコロナ以前
に近い形で再開をした。児童発
達支援センターとして様々な障
害児、医療的ケア児の受け入れ
を行っており、児童の発達保障
の場として大きな意義のある事
業と位置付いている。

障害福祉課

発達相談事業

児童福祉法における障害児サー
ビス支給にかかる計画相談、障
害者総合支援法における障害福
祉サービス支給にかかる計画相
談、さらに一般相談をうけてい
く。また、関係機関との連携
や、親子療育、巡回相談等の支
援を提供。

12,378 7,269 5,109 170.3

公的な相談支援事業所として
様々なケースに対応した。困難
ケースについては他機関と連携
を密接に取りながら対応してい
る。親子療育事業、巡回相談事
業でも感染防止対策を継続し、
事業を行った。障害児通所支援
利用のための計画相談件数は
年々増加している。

障害福祉課


